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つて約 200 万円であったものが、平成 13 年 7
月 19 日に韓国憲法裁判所において、庶民層や
若者世代が国会に進出できなくなり、真摯な立
候補の意思をもつ国民の立候補の自由と有権者
の選択の自由を侵害するとして違憲判決が下さ
れ、現在の 150 万円に値下げがなされています。

4　我が国における貧困と格差の広がりと立候
補の自由の侵害

　周知のとおり、我が国の貧困と格差の広が
りは深刻です。平成 24 年の相対的貧困率は
16.1%、非正規労働者は約 2000 万人、年収 200
万円以下の低賃金労働者が 9年連続で 1000 万
人を超えています。また、年金だけでは生活で
きない高齢者が急増しており、国民健康保険料
を支払うことができない世帯が、平成 27 年に
は約 336 万世帯（全世帯の 16.7%）に上ってい
ます。同年における貯蓄ゼロ世帯は全世帯の
30.9% に上り、約 1500 万世帯が貯蓄ゼロで生
活していることになります。平成 27 年 12 月の
生活保護利用者は約 216 万人に上ります。
　このような貧困と格差が拡大している現状を
考えれば、選挙区 300 万円、比例区 600 万円と

いう選挙供託金制度は、数千万人の国民から立
候補の自由という重要な権利を奪う可能性のあ
るものといえます。

5　判決言渡日は 5月 24 日です

　平成 28 年 5 月に提訴した本訴訟ですが、12
回の口頭弁論期日を経て、本年 2月 27 日に結
審し、5月 24 日 15 時から東京地裁 103 号法廷
で判決言渡しがなされます。市民の政治参加を
拒んでいる選挙供託金制度を現状のまま放置し
ておいて良いのか、日本の民主主義にとって重
要な司法の良識が問われる判決になります。
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1　ハンセン病家族訴訟について

　ハンセン病の元患者らが、国の誤った隔離政
策について謝罪と賠償を求め闘ったハンセン病
国賠訴訟。2001 年 5 月の熊本地裁での全面的
勝訴判決、そして国の控訴断念による判決の確
定から 15 年が経ち、2016 年 2 月、ハンセン病
元患者らの家族 568 名が、国の誤った隔離政策
により家族も被害を被ってきたと熊本地方裁判
所に提訴しました。
　提訴の際、私は司法修習生でしたが、早いも
ので今年は弁護士 3年目に入り、ハンセン病家
族訴訟も 2年 10 ヶ月の審理を経て昨年 12 月に
結審を迎えました。今年の 5月 31 日が判決期
日です。

2　ハンセン病家族の被害

　熊本地裁に提訴した原告は、北は北海道から
南は沖縄まで、様々な場所で暮らしています。
埼玉にも、多くの原告がいます。しかし、提訴
した原告は実際にはごく一部で、元患者らの家
族は数千人規模で存在するはずです。それなの
に、私たちは、「私の家族はハンセン病でした。」
という人に出会ったことはありません。それは、
家族たちが、差別・偏見を恐れて、身内にハン
セン病患者がいるということをひた隠しにして
きたからです。
　私自身、この訴訟に関わるようになるまで、
ハンセン病問題は 2001 年の勝訴判決で解決し
た過去のものだと思っていました。しかし、弁
護団に参加して、原告からの聞き取りを重ね、

陳述書する過程で、原告さんが送ってきた、壮
絶な人生を知り、ハンセン病問題が全く終わっ
ていないことを知ることになりました。

1　地域での村八分
　幼い頃に父や母を療養所に強制収容された原
告は、経済的補償もなく、極貧の状態を強いら
れた方がほとんどです。
　それだけではなく、強制収容の際、保健所の
職員等によって自宅は真っ白に消毒され、「あ
の家からハンセン病患者が出た」というレッテ
ルが近隣住民に植え付けられました。その日か
ら、「遊んでくれる友達が誰もいなくなった」「教
室で一人だけ机を離された」「『寄るな、うつす
な。』と菌扱いされた。」「いじめを相談した学
校の先生に『あなたはいつまでここにいるの？』
と言われた。」などと、地域でのけ者にされる
生活が始まります。国が行った「無らい県運動」
という徹底したハンセン病隔離政策の課程で、
ハンセン病が感染力が非常に強い恐ろしい病気
であるという刷り込みが行われ、家族も患者予
備軍として忌避されたのです。
　　多くの原告は、地元で暮らすことができな
くなり、日本各地に散り散りになり、原告ら家
族は引き裂かれることになりました。

2　結婚差別
　原告の多くが、身内にハンセン病患者がいる
ということを知られたために破談を経験してい
ます。恐ろしいことに、現在でも、家族訴訟の
原告になったことをきっかけに、親がハンセン
病歴者であることを配偶者に知られてしまった
30 代の原告が、いきなり離婚を突きつけられ

ハンセン病家族訴訟
～結審・そして判決へ～

弁護士法人川越法律事務所　弁護士　田村　有規奈
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るということがありました。その理由は、「お
前とは子どもをつくれない。」「子どもがハンセ
ン病になる。」というものです。
　原告は、ハンセン病の家族に過ぎず、ハンセ
ン病を発症したことすらありません。そのよう
な原告と子どもをつくることを恐れるというす
さまじい偏見が現在もなお存在しているので
す。国が行った強制隔離政策の影響が、今日ま
で残存していることを思うと、国家権力の恐ろ
しさを痛感します。

3　秘密を抱え続けること
　原告の多くは、偏見・差別を避けるため、身
内にハンセン病患者がいるということを自分の
家族にすら伝えていません。そのため、療養所
にいる自分の親のことを、既に亡くなっている
と嘘をつかなければいけなかったり、葬式に参
列することすらできなかったり、家族の話題が
出るのを恐れて親しい友人をつくれなかった
り、結婚することを諦めたりと、人生のあらゆ
る場面で被害を被っています。
　ある原告さんは、そんな自分の人生を「薄氷
の上を踏むように生きてきた。」と表現されま
した。自分の親がハンセン病であると知られた
らたちまち社会での居場所を失ってしまう、そ
んな大きな秘密を抱えながら生きることのつら
さは、想像を絶するものです。

3　被告国の主張

　被告国は、訴訟で明らかになった家族の被害
について、「社会通念上無視できるものである」
「仮に家族が何らかの被害を被っていたとして
も、国の強制隔離政策は患者を対象にしたもの
であり、家族を対象にしていないから、国には
責任はない。」等と主張しています。
　それでは、原告がこのような人生を歩まなけ
ればならなかった責任はどこにあるのでしょう
か。国の対応はあまりに無責任だと思います。

4　判決・そしてその後の社会に向けて

　5 月 31 日に判決がありますが、仮に全面的
に勝訴したとしても、ハンセン病問題が解決す
る訳ではありません。2001 年の国賠訴訟の後
も、ハンセン病元患者が熊本県の温泉ホテルに
宿泊しようとしたところ、ハンセン病元患者で
あることを理由に宿泊を拒否する事件が起きま
した。このことがマスコミに報道されたことを
きっかけに、療養所に全国から、「身の程を知
れ」「ハンセン病患者と一緒に温泉に浸かるな
どできるはずがない」「豚の糞以下の屑」など
といった誹謗中傷の葉書が届きました。差別・
偏見は人の心の中にあり、簡単に払拭できない
のです。やっとの思いで提訴をし、闘って勝訴
を勝ち取った原告の無念を思うと、あまりに残
酷な事件です。
　国が徹底した隔離政策を推し進めた結果、ハ
ンセン病家族を社会から排除する直接の加害者
となったのは、私たち一般市民でした。正しい
知識を知ろうとせず、自分には関係のないこと
だと無関心のままでいれば、自分も差別者に
なってしまうかもしれないということに気づか
されます。
　まずは、ハンセン病家族の思いを知ってほし
い、声に耳を傾けてほしいという思いで、判決、
そしてその後の社会に向けて、いろいろな場所
で講演や集会を行うことができたらと考えてい
ます。
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1　近時の動き

　政府は、2018 年 6 月 15 日、経済財政諮問会
議の答申を経て、「骨太の方針 2018」を閣議決
定した。同方針では、人手不足の現状に鑑みて、
就労を目的とする新たな在留資格を創設し、外
国人労働者の受入れを拡大することが初めて表
明された。そして、これを受けて、就労可能な
新たな在留資格として「特定技能 1号」及び「特
定技能 2号」を創設し、入国管理局に代えて「出
入国在留管理庁」を創設すること等を内容とす
る入管法改正法案が秋の臨時国会に上程され、
衆議院通過の後、12 月 8 日未明、参議院本会
議で可決・成立した。
　政府は、介護、外食、建設、造船・船用工業、
農業、宿泊、飲食料品製造業等の 14 分野にお
いて、向こう 5年間で最大 34 万 5000 人の外国
人労働者がこの新しい在留資格で就労する見込
みとしており、今後、外国人労働者が急増する
ことは確実な状況にある。

2　従来の外国人労働者受入政策

　これまでの日本の外国人労働者受入政策は、
専門・技術的分野の労働者は積極的に受け入れ
る一方で、非熟練（単純）労働者は受け入れな
いという建前をとるものであった。
　しかし、現実には、アルバイトを行う留学生、
研修生・技能実習生、オーバーステイ労働者の
黙認といった方法で、多くの外国人が非熟練分
野において、日本の経済を支えてきた。留学生
は、資格外活動許可を得て、週 28 時間を上限

として就労することができるものの、本業は勉
学であり、労働者として来日しているものでは
ない。また、技能実習生は、その実態は安価な
非熟練労働力として利用されているものの、政
府のいう制度目的は日本の技術を習得してもら
い母国へ持ち帰ってもらうことにあり、やはり
労働者として受け入れられているものではな
い。
　このように、政府の立場からすると、留学生
も技能実習生もいずれも正面から「労働者」と
して受け入れているわけではなく、こうした受
入れは、いわばサイドドア・バックドアからの
受入れであったといえる。

3　今回の入管法改正

　今回の入管法改正では、3年間の技能実習を
修了した者、または、試験によって一定の技能
及び日本語能力が証明された者については、在
留資格「特定技能 1 号」が許可され、上記の
14 分野において、最長で 5年間就労できるこ
ととなった。これは、非熟練労働と専門・技術
的分野の中間にあたる外国人労働者の受け入れ
を正面から認めるもので、既にみた従来の政策
を大きく転換するものとなっている。
　しかしながら、今回の入管法改正は、数多く
の労働関係法令違反及び人権侵害をもたらし続
けてきた技能実習制度を維持したまま、その延
長線上に「特定技能 1号」を創設するものであ
る。すなわち、技能実習制度は、①技術移転に
よる国際貢献という制度目的と、安価な非熟練
労働力受入れという実態の大きな乖離、②送出
し国と日本におけるブローカーによる中間搾

入管法改正と外国人労働者受入れ政策について

弁護士法人川越法律事務所　弁護士　樋川　雅一
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取、③職場移転の自由がなく、不満を言うと強
制的に帰国させられることにより、実習生が不
服申立てできないといった様々な構造的問題が
発生している極めて問題のある制度である。
　また、「特定技能 1号」は、家族の呼び寄せ
が認められておらず、3年から 5年間の「技能
実習を修了し、そこから移行する者の中には、
最大で 10 年間、配偶者や子と離れて出稼ぎ労
働をする者が出てくる。さらに、家族の呼寄せ
が可能で、永住への途が開かれているとされる
「特定技能 2号」については、現状、建設及び
造船・船用工業というわずか 2分野しか認めら
れておらず、家族帯同や定住化への途は極めて
狭き門となっている。
　なお、これまで法務省の内部部局であった入
国管理局の法務省外局への格上げ（公安審査委
員会及び公安調査庁と同格）についても、長期
にわたる入管施設への収容、施設内での死亡事
故・自殺の多発、世界的に極めて低い難民認定
率・認定数（2017 年は 20 人）といった問題を
放置したまま、外国人の「在留管理」を強化す
るものであり、「共生」の視点が見られない。

4　まとめ

　現在、夜間のコンビニや牛丼チェーン等の飲
食店を支えているのは留学生である。また、我々
が日常的に食べているスーパーやコンビニのお
弁当製造、「メイドインジャパン」の衣類の縫
製、建設現場、農業・漁業などの現場は技能実
習生が支えている。超少子高齢化社会において、
我々の生活は外国人労働者なしには維持できな
くなっている。
　そのようななかで、外国人を「短期的な労働
力として受け入れ、数年後には帰国させ、また
新しい外国人を受け入れるというやり方（短期
ローテーション）を続けることは、外国人労働
者の使い捨てに他ならない。いうまでもなく、
日本にやってくる外国人労働者は、単なる「労
働力」ではなく「人間」である。この視点を欠
いたまま、家族帯同や定住化を認めない現在の
方針は極めて問題が多いものである。
　埼玉は、外国籍住民数及び外国人労働者数が、
いずれも全国第 5位の県である。団支部として
も、外国人労働者の労働問題のみならず、非正
規滞在者、難民等の幅広い問題に積極的に取り
組むべきであると考える。
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1.　71 期司法修習生から、修習給付金制度が
出来、不十分ながら給費制が復活した。しかし、
修習給付金制度創設の立役者である新 65 期か
ら 70 期までのいわゆる谷間世代に対する不公
平な現状に対して、国からはいまだに何らの施
策も取られていない。

2.　昨年の通常国会の会期中、日弁連の司法修
習費用対策本部および各単位会は、新 65 期の
貸与金返済を目前にして、返済猶予の法案を通
すべく熱心に議員要請を行ったが、法案を通す
ことはできなかった。そのため、谷間世代の貸
与金返済は始まってしまっている。

3.　日弁連は、昨年 5 月 25 日の定期総会で、
谷間世代が経済的負担や不公平感等によって法
曹としての活動に支障が生じることのないよ
う、引き続き国による是正措置の実現を目指す
こと及び当連合会内で可能な施策を早期に実現
することに力を尽くす旨の決議を行った。

4.　この決議を受けて、今年 3月 1日の日弁連
臨時総会において、日弁連は、谷間世代に対し
て 20 万円を給付するという規定を制定した。
この制定過程において、産休・育休その他の事
情で弁護士登録を一時抹消し、登録期間が 5年
に達しない者を切り捨てる規定であることが明
らかとなった。これに疑問を感じた新 65 期が
「賛成しようと思って来たが、今では反対しよ
うと思っている」旨堂々と少数者を切り捨てる
ことは間違っていると発言し、68 期の谷間世
代はやり方が分からないながらも動議をとにか
く提出し、100 名以上の賛同を集めた。最後に

は、司会者も動議提出者に助け船を出す形で文
案修正し、見直しはしないと言い切っていた執
行部も態度を変え、例外を認める形に収まった。

5.　各単位会においても、続々と谷間世代のた
めの会内施策が取られている。埼玉弁護士会で
は、2月 26 日の臨時総会で、一般会計から 10
万円、共済金を半額取り崩して 20 万円、計 30
万円の給付を可決した。共済金の取り崩しには
定足数 3分の 2、さらにその中で 3分の 2の賛
成多数という特別決議が必要であったが、この
要件をクリアしての可決であった。

6.　対象者数の少ない鳥取県や大分県では、年
額 12 万円を 10 年間、総額 120 万円の支給が決
定されている。静岡県のように、会務に参加す
るか否かによって支給額に差をつける単位会も
ある。現在、14 単位会で会内施策が取られて
おり、給付と会費減額はおよそ半々である。

7.　これで、日弁連の総会決議の 2本柱の 1本
である、当連合会内で可能な施策の早期実現が
達成されつつあることになるので、もう 1本の
柱である、国による是正措置の実現に力を注ぐ
段階に来ている。日弁連の司法修習費用対策本
部では、谷間世代内での平等を図ることができ
る施策を国に対して求めて行くべく、たたき台
を作り、プロジェクトチームで具体化している
ところである。

8.　給費制問題は奇跡的と言われる修習給付金
の創設で終わりではない。少数者を切り捨てて
終わりにしてはならないのは勿論であるが、谷

給費制問題の現状
2019年 3月13日

弁護士法人川越法律事務所　弁護士　上田　月子
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間世代は法曹人口の 4分の 1を占めており、少
数者ですらない。今年 2月 7日に衆議院第一議
員会館で行われた「若手法曹のより積極的な
チャレンジを応援する院内意見交換会」におい
ても、議員の本人出席が 26 名、秘書による代
理出席が76名、参加者は合計232名にのぼった。
国会議員からの応援メッセージも上記意見交換
会の時点で 258 名にのぼっている。

9.　谷間世代に対する会長声明も、全単位会中、
出ていない単位会はわずか 8単位会というとこ
ろまで来た。国会議員の中での谷間世代問題の
認知度も高まって来ているが、今後ますますこ
れを高め、ビギナーズネット、日弁連司法修習
費用対策本部、各単位会とで協力しあって、今
のところはまだ動かざること山のごとしの日弁
連執行部を動かし、国からの施策の実現を早期
に勝ち取りたいと思う。


